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阪神調剤グループの I&H株式会社との業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、2022 年 11 月 7 日に阪神調剤グループの I&H 株式会社（以下「I&H」）との間で、

オンライン診療・服薬指導・処方薬配送サービス「SOKUYAKU」を活用し、離島やへき地など、

地域医療の格差是正に向けた DX を推進するため、業務提携契約を締結いたしましたので、

下記の通りお知らせいたします。 

 

１．業務提携の目的 

現在、過疎地域における地域医療体制の確保については、厚生労働省のへき地保健医療計

画に基づき、各都道府県による診療所の設置や病院による支援等の対策が進められている

ものの、2019年 10月に厚生労働省が行った調査によると、いまだ約 600程度の無医の地区

があるとされています。※1 

このような状況のなか、I&Hでは 2020年 12月より「へき地・離島等の無薬局地区への薬

局開設事業」に着手し、地域間の医療格差是正という目標の達成に向けた取り組みを開始し

ており、2022年９月 12日より「SOKUYAKU」を導入しております。 

また、当社は、オンライン診療・服薬指導・処方薬配送サービス「SOKUYAKU」を通じて、

いつでもどこでもスマートフォンを通じて医療サービスを受けることができる環境を提供

するほか、全国どこでも翌日までに処方薬をお届けする処方薬配送網を構築する※2など、地

域間における医療格差是正に向けた取り組みを進めてまいりました。 

この度の業務提携により、へき地や離島等における強固な医療体制の構築に貢献するデ

ジタル技術の開発・検証を実施し、これまでの両社の取り組みをさらに強力に推進してまい

ります。 
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※1：出典｜2020 年 5 月 29 日 厚生労働省 プレスリリース「令和元年度無医地区等及び無歯科医地区等調

査の結果を公表します」（https://www.mhlw.go.jp/content/10802000/000633109.pdf ） 

※2：2022年 7月 4 日 ジェイフロンティア株式会社 プレスリリース「オンライン診療・服薬指導サービス

「SOKUYAKU」、47 都道府県全国どこでも一律 440 円、当日 16:00 までの服薬指導で翌日中に処方薬をお届

けする「翌日配送サービス」の提供を開始」（https://jfrontier.jp/pressrelease/24166/ ） 

 

２．業務提携の内容 

 「へき地・離島等の無薬局地区への薬局開設事業」において開設する調剤薬局を含む、 

I&Hが運営する調剤薬局が「SOKUYAKU」を順次導入し、オンライン診療・服薬指導・処方薬

配送サービスを活用することで、へき地や離島における医療サービスの DXを推進いたしま

す。へき地・離島に住む患者に対する、オンライン診療・服薬指導の利用促進に向けた取り

組みや、最適な処方薬配送網の構築に向けた実証事業の展開のほか、より効率的な運営・円

滑な医療サービスの提供が可能な医療プラットフォーム構築に向けたデジタル技術の開

発・検証を行ってまいります。 

今後、両社は、連携を密にし、地域医療の格差是正に向けた DXを推進する取り組みを加

速させてまいります。 

 

３．業務提携の相手先の概要※ 

（１）名     称 I&H株式会社 

（２）所  在  地 兵庫県芦屋市大桝町 1番 18号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 岩崎 裕昭 

（４）事 業 内 容 調剤薬局の運営等 

（５）資  本  金  42億 3,147万 4,000円（2022年 5月末日現在） 

（６）設 立 年 月 日 2019年２月 28日 

（７）上場会社と当該

会社との間の関

係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 SOKUYAKU事業における営業取引 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

※本件は任意開示であり、開示内容を一部省略しております。 

 

４．日程 

 業務提携契約締結日  2022年 11月 7日 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/10802000/000633109.pdf
https://jfrontier.jp/pressrelease/24166/
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５．今後の見通し 

 本件に伴う業績への影響は軽微なものと見込んでおりますが、中長期的には当社グルー

プの企業価値向上に資するものと考えております。今後、適時開示の必要性が生じた場合に

は速やかに開示いたします｡ 

以上 


